
下記を参考に太枠内を全て記入して下さい。
（但し、※印の欄は記入しないで下さい。）

様 式 第 １ 号

事業主用 建設業退職金共済契約申込書

年 月 日

※支部記入欄

－ ）  フリガナ シバコウエン
　住　所 都 道 市 郡

府 県 区

 フリガナ ケン セツ コウ ギョウ

 フリガナ ケン セツ タ ロウ  電 話 番 号 0 3 ( ) 4 3 3 0 番

 Ｆ Ａ Ｘ 番号 0 3 ( ) 8 3 6 9 番

 担当部署又

 は担当者名

 （下記 「建設工事区分一覧」より選んで番 億 千万 百万円

0 1 2 3 4 5  号で記入して下さい。）

 例 ： 大工工事　⇒　３　

（　　１ 　　）人 （　　３ 　　）人

 （必ず本人の自署で記入して下さい。）

 （姓） （名）

（主たる番号に1つだけ○を付けてください。）

①発注者からの指導 ②元請からの指導 ③制度説明会 ④ ⑤

「建設工事区分一覧」 （下記の中から事業の主たる工事区分を選び、例示のとおり番号で記入して下さい。）

１．土木一式工事 　８．電気工事 １５．板金工事 ２２．電気通信工事

２．建築一式工事 　９．管工事 １６．ガラス工事 ２３．造園工事

３．大工工事 １０．タイル・れんが・ブロック工事 １７．塗装工事 ２４．さく井工事

４．左官工事 １１．鋼構造物工事 １８．防水工事 ２５．建具工事

５．とび・土工・コンクリート工事 １２．鉄筋工事 １９．内装仕上工事 ２６．水道施設工事

６．石工事 １３．舗装工事 ２０．機械器具設置工事 ２７．消防施設工事

７．屋根工事 １４．しゅんせつ工事 ２１．熱絶縁工事 ２８．清掃施設工事

（注意） 　１．本書（3枚一組）の太枠内に必要事項を記入押印して事業所所在地の建退共支部

に提出して下さい。

　２．本書に「建設業退職金共済手帳申込書」（様式第2号）を添付して事業所所在地の

建退共支部に提出して下さい。

　なお、添付できない場合は、「手帳申込みをしない理由書」（様式第38号）を添付し

て下さい。

　３．本契約申込書は、本社・本店から提出して下さい。各支店・出張所ごとに提出する

必要はありません。

　４．住所等が変更となった場合は、必ず「共済契約者住所・名称（氏名）変更届」（様式

第16号）を建退共支部に提出して下さい。

既手帳保持者数

芝公園1-7-6

資 本 金 額 又 は 出 資 金 額建 設 業 許 可 業 種 区 分

）3

建　設　太　郎

今回申込被共済者数

4567

港

３． その他

２． 知　事

１． 大　臣

ミナト

建　設　工　業　株式会社

5400

0

※

※

契約成立

年  月  日

共済契約

者  番  号

3459

総務課　植木　緑

申

込

者

①

（〒

 代表者名

123

東京

自社の決算月

（ 記入 例 ⇒ 「賛 成である 。」 等の具体 的１

（　　５０ 　　）人

第

名 称

※

（　　９ 　　月）

良い制度である

建 設 業 退 職 金 共 済 事 業 本 部 殿

平 成 年 月 日19 8

契　　約　　申　　込　　日

16

建 退 共 ・ 中 退 共 ・ 清 退 共 ・ 林 退 共 制 度 の

既 加 入 者 を 被 共 済 者 と し な い 範 囲 と して

届 け 出 し ま す。

入 し て 下 さ い。１ １ １ １ １１ １１

1いる項目の中から選んで番号で記

等があれば記入例☆に記載されて

下記のとおり建設業退職金共済契約の申込みをします。

な 意 見 を 記 入 し て 下 さ い。 ） １ １１ １１ １１

（

（期間・日々雇用含む）
（　　３ 　　月）

（該当する箇所に○と許可番号を記入して下さい。）

建設業の許可区分及び許可番号

号

全従業員数

土木 次郎

3

（　　４５ 　　）人

上記以外の被共済者としない範囲

（ 有　・　無 ）

常時雇用する従業員数 自社退職金の有無

（中退共制度含む）（期間・日々雇用除く ）

従　 業　 員

代表者氏名

③

ついて従業員

契 約 締 結 に

の 意 見

②

具 体 的

事 業 の

内 容

④

し な い 者 の

被 共 済 者 と

範 囲 届

ＨＰ ・パンフレット

チラシ

建
設
工
業

株
式
会
社

代
表
取
締

役
の
印

テレビ ・ラジオ

新聞・機関紙

⑤ 制度に加入

     し た 理 由

支 部 受 付 印

住所・事業所の名称
には、必ずフリガナを
ご記入ください。

事業所の名称は、法
人区分を省略しない
でください。
（例）
建設工業（株）　　　×
建設工業株式会社○

常時雇用の従業員
の中で建退共加入
対象外の従業員数を
ご記入ください。

代表取締役印、個
人企業の場合は、

印を３枚とも
押印してください。
代表者

事業の主な工事区
下記の区分一
ら１つ選び記入

してください。

分を
覧か

百万円単位で記入
してください。

同時に加入申込す
る被共済者数が０人
の場合には、「手帳
申 込 を し な い 理 由

（様式第３８号）
添付してください。

書」
を

☆被共済者としない者の範囲

　1.被共済者となることの告知（中退法第４９条）に対し、被共済者となることに反対の意思を表明した者。
　2.所定労働時間の短い者。
　3.近い将来建設業以外に働くことが明らかな者、又は無職となることが明らかな者。
　4.建退共・中退共・清退共・林退共制度から不正な方法で退職金を受け、又は受け取ろうとした日から
　　１年を経過していない者。

「建設業退職金共済契約申込書」の記入例

事業主・役員を除い
た全従業員数をご記
入ください。

従業員の中から代表
者を決めていただき、
契約締結に係る意見
を必ず記入し、署名を
受けてください。（中
退法施行規則第７４
条第２項）

ＨＰ ・パンフレット
チラシ・ダイレクト
メール等
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事業主用 建設業退職金共済契約申込書

年 月 日
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　住　所 都 道 市 郡

府 県 区
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 フリガナ ケン セツ タ ロウ  電 話 番 号 0 3 ( ) 4 3 3 0 番

 Ｆ Ａ Ｘ 番号 0 3 ( ) 8 3 6 9 番

 担当部署又

 は担当者名

 （下記 「建設工事区分一覧」より選んで番 億 千万 百万円

0 1 2 3 4 5  号で記入して下さい。）

 例 ： 大工工事　⇒　３　

（　　１ 　　）人 （　　３ 　　）人

 （必ず本人の自署で記入して下さい。）

 （姓） （名）

（主たる番号に1つだけ○を付けてください。）

①発注者からの指導 ②元請からの指導 ③制度説明会 ④ ⑤

「建設工事区分一覧」 （下記の中から事業の主たる工事区分を選び、例示のとおり番号で記入して下さい。）

１．土木一式工事 　８．電気工事 １５．板金工事 ２２．電気通信工事

２．建築一式工事 　９．管工事 １６．ガラス工事 ２３．造園工事

３．大工工事 １０．タイル・れんが・ブロック工事 １７．塗装工事 ２４．さく井工事

４．左官工事 １１．鋼構造物工事 １８．防水工事 ２５．建具工事

５．とび・土工・コンクリート工事 １２．鉄筋工事 １９．内装仕上工事 ２６．水道施設工事

６．石工事 １３．舗装工事 ２０．機械器具設置工事 ２７．消防施設工事

７．屋根工事 １４．しゅんせつ工事 ２１．熱絶縁工事 ２８．清掃施設工事

（注意） 　１．本書（3枚一組）の太枠内に必要事項を記入押印して事業所所在地の建退共支部

に提出して下さい。

　２．本書に「建設業退職金共済手帳申込書」（様式第2号）を添付して事業所所在地の

建退共支部に提出して下さい。

　なお、添付できない場合は、「手帳申込みをしない理由書」（様式第38号）を添付し

て下さい。

　３．本契約申込書は、本社・本店から提出して下さい。各支店・出張所ごとに提出する

必要はありません。

　４．住所等が変更となった場合は、必ず「共済契約者住所・名称（氏名）変更届」（様式

第16号）を建退共支部に提出して下さい。
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